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主要な事業内容（2026年３月31日現在）
事業区分 部 門 主要な事業内容

ライフライン事業 パイプシステム部門
バルブシステム部門

ダクタイル鉄管（直管、異形管、接合部品）、管路の設計・施
工・施工監理および管路調査・点検等の維持管理業務、バタフラ
イ弁、ソフトシール仕切弁、スリーブ弁、火力発電設備用弁、貯
水槽用緊急遮断弁、各種調整弁、ゲート、可動堰、偏心構造弁、
製鉄所向け弁類、放流弁、鉄管弁、水車入口弁、真空スプリンク
ラー用流水検知装置、調節弁、安全弁、施設バルブの維持管理に
係る点検・整備

機械システム事業
機械システム部門
素形材エンジニア
リング部門

微粉砕機、分級機、造粒機、乾燥機、焼成機、混合・混練・分散
機、反応機、溶剤回収装置、二次電池材料製造装置、各種産業機
械、試験機械、プラントおよびシステム設備、鍛造プレス、ベン
ディングロール、鍛圧機各種周辺装置、プラントエンジニアリン
グ事業、各種プラントの設計・製作・調達・建設・試運転および
メンテナンス、破砕機、粉砕機、搬送機械、耐摩耗鋳物、耐熱鋳
物、耐摩耗ポンプ、鉄道用ブレーキディスク、ブレーキライニン
グ、ＴＥＲＥＸグループ製・モバイル製品、アスファルト・コン
クリート破砕プラント

産業建設資材事業 建材部門
化成品部門

スパイラルダクト、各種フレキシブルダクト、サイレントフレッ
クス、各種消音製品、ステンレスダクト、スーパースパイラル、
プレミアムスパイラルダクト、各種コーティングダクト、コルエ
アダクト（段ボール製ダクト）、ワインディングシース、ポリエ
チレンシース、各種道路更新製品、ワインディングパイプ、円筒
型枠補修エアーチューブ工法、梁貫通孔補強筋、中空スラブ、消
音・騒音対策事業（測定・設計・製作・施工・確認）、透光型吸
音パネル（ビューソーン）、点検口付き金属製遮音板、強化プラ
スチック複合管（ＦＲＰＭ管）、強化プラスチック管（ＦＲＰ
管）、強化プラスチック複合板（ＦＲＰＭ板）、ＦＲＰコア、ＦＲ
Ｐ検査路、ＦＳグリッド、ＦＲＰ引抜成形品、各種合成樹脂成形
品、ポリエチレンパイプ
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主要な営業所および工場（2026年３月31日現在）

株式会社栗本鐵工所

本 社 大阪（大阪市西区）
支 社 東京（東京都港区）
支 店 北海道（札幌市）、東北（仙台市）、名古屋、中国（広島市）、九州（福岡市）

工 場 加賀屋、住吉、堺、交野（以上大阪府）、古河（茨城県）、札幌、仙台、知多
（愛知県）、岡山、福岡、湖東（滋賀県）、滋賀

栗本商事株式会社

本 社 大阪（大阪市西区）

支 店 東京（東京都港区）、九州（福岡市）

営業所 沖縄、名古屋、広島、仙台

工 場 守口（守口市）

ヤマトガワ株式会社

本 社 大阪（大阪市西区）

支 店
兵庫（神戸市）、南大阪（貝塚市）、京都（京都府久世郡）、三重（津市）、名
古屋、関東（さいたま市）、東京（東京都港区）、足立（東京都足立区）、西
東京（川崎市）、中国（広島市）、山口（防府市）、九州（福岡市）、宮崎、熊
本

営業所 堺（堺市西区）、和歌山

株式会社本山製作所

本 社 宮城（黒川郡）

支 店 東京（川崎市）、大阪（大阪市西区）

営業所
札幌、東北（黒川郡）、上越（上越市）、関東（市原市）、静岡、名古屋（北
名古屋市）、水島（倉敷市）、姫路（姫路市）、徳山（周南市）、四国（新居浜
市）、大分

工 場 宮城（黒川郡）
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使用人の状況（2026年３月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

使用人数 前連結会計年度末比増減

2,238名 56名増
（注）１．使用人数は就業人員数であります。

２．人員には嘱託、雇員を含んでおりません。

② 当社の使用人の状況
使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

1,380名 43名増 45.7歳 21.0年
（注）１．使用人数は就業人員数であります。

２．人員には嘱託、雇員を含んでおりません。

主要な借入先の状況（2026年３月31日現在）

借入先 借入額

株式会社りそな銀行 7,406百万円

株式会社みずほ銀行 4,368

株式会社三井住友銀行 3,187

太陽生命保険株式会社 3,032
みずほ信託銀行株式会社 1,593
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 918

（注）百万円未満を切り捨てて表示しております。
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新株予約権等の状況
該当事項はありません。

自己株式に関する重要な事項
該当事項はありません。

会計監査人の状況
① 名称 ひびき監査法人

② 報酬等の額
支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 57百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 58
（注）１．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況および報酬見積りの算定根拠などが適切であるかどう

かについて必要な検証を行い、審議した結果、これらについて適切であると判断したため、会計監査人の報酬等の額につい
て同意しました。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確
に区別しておらず、実質的にも区別できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しておりま
す。

③ 非監査業務の内容
当社が会計監査人に対して報酬を支払っている内容としましては、税務関連業務によるも

のであります。

④ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
当社では、会計監査人が職務上の義務に違反し、または職務を怠り、もしくは会計監査人

としてふさわしくない非行があるなど、当社の会計監査人であることにつき当社にとって重
大な支障があると判断した場合には、監査役会が会社法第３４０条の規定により会計監査人
を解任いたします。また、そのほか会計監査人が職務を適切に遂行することが困難であると
認められる場合、または監査の適正性をより高めるために会計監査人の変更が妥当であると
判断される場合には、監査役会は、会計監査人の選任および解任ならびに会計監査人を再任
しないことに関する株主総会に提出する議案の内容を決定いたします。
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業務の適正を確保するための体制およびその運用状況の概要
① 内部統制システム構築の基本方針
１．当社およびグループ会社の取締役ならびに使用人の職務執行が法令および定款に適合す

ることを確保するための体制
（１）当社は、企業行動基準をはじめとするコンプライアンス体制にかかる規程を定める。

また、代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス・リスクマネジメント委員会
（以下「委員会」という。）を設置し、原則として毎月１回会議を開催する。さらに、委
員会で決定した活動内容をグループ内に周知し実行することにより、コンプライアンス
の徹底を図る。

（２）委員会は、常設の専門部会を置き、当社およびグループ会社における教育研修、情報
セキュリティシステムの構築、リスク管理等についての検討を行う。内部監査部門は、
当社およびグループ会社におけるコンプライアンスの状況を監査する。

（３）当社は、内部通報制度を整備し、委員会事務局が管理運営を行う。委員会事務局は、
提供情報を委員長に報告し、委員長は、必要に応じ調査を行わせる。

（４）当社は、企業行動基準において、反社会的勢力と一切の関係を遮断し、これらの活動
を助長するような行為を行わないことを定めている。

２．当社の取締役の職務執行にかかる情報の保存および管理に関する体制
取締役は、職務執行にかかる情報を文書等に記録し、保存・管理する。取締役および

監査役は、常時これらの文書等を閲覧できる。

３．当社およびグループ会社における損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、リスク管理を体系的に定めるリスク管理規程を整備し、リスク管理体制を構

築する。

４．当社の取締役の職務執行が効率的に行われることを確保する体制
当社は、取締役会を月１回定期的に開催するほか、適宜臨時に開催し、経営方針およ

び経営戦略に関する重要事項については、事前に代表取締役社長を議長とする会議体に
おいて議論を行う。
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５．当社およびグループ会社における業務の適正を確保するための体制
（１）当社は、グループ会社全体の内部統制に関する担当部署の明確化を図るとともに、情

報の共有化、指示・要請の伝達等が効率的に行われるシステムを含む体制を構築する。
また、グループ会社の業務の適正を確保するため、当社に対し了解・報告を求めるシ

ステムを構築する。
（２）当社の内部監査部門は、当社およびグループ会社の内部監査を実施し、その結果を担

当部署および当該会社の責任者ならびに監査役会に報告し、必要に応じて、内部統制の
改善策の指導、実施の支援・助言を行う。

（３）当社は、財務報告の信頼性・適正性を確保し、社会的な信用の維持・向上に資するた
めに必要な内部統制の体制を整備し、運用する。

（４）当社は、当社代表取締役等とグループ会社の代表取締役が定期的に会談する場を設
け、経営状況等の情報共有化を行い、グループ会社の取締役の職務執行が効率的に行わ
れることを確認する。

６．監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体
制ならびにその使用人の取締役からの独立性および使用人に対する監査役の指示の実効
性確保に関する事項

（１）監査役会の職務補助に専念する使用人を１名以上監査役室に置く。
（２）監査役は、当該使用人に対し監査業務に必要な事項を命令することができるものと

し、当該使用人は、取締役等の指揮命令を受けないものとする。
（３）当該使用人が、監査役からの命令業務遂行中は、当該使用人の人事異動、懲戒につ

き、監査役会の承認を得る。

７．当社およびグループ会社の取締役ならびに使用人が監査役会または監査役に報告をする
ための体制その他の監査役会または監査役への報告に関する体制および監査役会または
監査役へ報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

（１）取締役は、監査役会または監査役に対して、法定の事項に加え、当社およびグループ
会社に重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況を報告する。
監査役は、当社の重要情報およびグループ会社からの了解・報告にかかる情報を常時

閲覧することができるとともに、当社およびグループ会社の取締役ならびに使用人に対
して直接報告を求めることができる。
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（２）監査役会または監査役に対して直接報告を行った当社の使用人ならびにグループ会社
の取締役および使用人は、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを受けな
い。

８．監査役の職務執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務執行に
ついて生ずる費用または債務の処理にかかる方針に関する事項
監査役がその職務を執行する際に生じる合理的な費用は当社の負担とし、監査役がそ

の前払を求める場合にはこれに応じる。

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役会は、代表取締役社長、会計監査人それぞれとの間で、定期的な会議を行う。

また、必要に応じて弁護士、公認会計士等の専門家に対し、当社の費用負担において監
査業務に関する支援・助言を求めることができる。

② 内部統制システムの運用状況の概要
１．コンプライアンスおよび損失の危険の管理に関する取組みの状況

・当社は、コンプライアンス体制に関する規程を定め、当社グループ内での周知を実施
しております。

・当社は、委員会を当事業年度において11回開催し、当社およびグループ会社におけ
るコンプライアンスおよびリスク管理に関する事項について審議・決定した内容を周
知するとともに、その対応状況について委員会に報告しております。

・当社は、当社およびグループ会社の役員および使用人が利用することができる内部通
報制度を設け、通報者の保護を図るとともに問題の早期発見と改善に努め、かつ、そ
の運用状況について委員会に報告しております。
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２．職務執行の適正性および効率性に関する取組みの状況
・当社は、取締役会を原則として毎月開催するほか、適宜臨時に開催しております。各
担当取締役は、四半期に１回以上、業務執行の状況について取締役会に報告しており
ます。また、当社代表取締役等とグループ会社の代表取締役が会談する場を設定し、
グループ内の情報の共有化を図っております。

・当社の重要な業務執行にかかる意思決定およびグループ会社からの報告等について
は、決裁手続を電子化し、効率的な管理体制を構築するとともに、電子記録として保
存しております。また、取締役会議事録についても議事の内容を正確に記録し、適切
に管理・保存しております。

３．監査役監査の実効性の確保に関する状況
・監査役は、当社およびグループ会社の取締役および使用人に対して監査に必要な情報
について報告を求め、また、取締役会およびその他の重要な会議への出席に加え、重
要な業務執行にかかる意思決定およびグループ会社からの報告等に関する電子決裁の
内容について通知を受けております。また、内部監査部門および会計監査人との間で
定期的に情報交換を行っております。

・当社は、監査役室を設け、監査役の職務を補助する専任の使用人を配置しておりま
す。また、監査役がその職務に必要とする費用については予算として計上し、要求が
ある場合は前払しております。
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会社の支配に関する基本方針
① 基本方針の概要

当社の株式は譲渡自由が原則であり、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の
あり方に影響を及ぼす可能性のある当社株式の買付行為等に賛同するか否かの判断につきま
しても、株主全体の自由な意思に基づき行われるべきものと考えております。
しかし、当社株式の買付行為等の中には、当社の企業価値・株主共同の利益を毀損するお

それをもたらすものも想定され、当社は、このような買付行為等を行う者は、当社の財務お
よび事業の方針の決定を支配する者としては適切ではないと考えております。

② 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配される
ことを防止するための取組み
当社は、当社株式等に対する買付提案があった場合、株主の皆様が適切にご判断いただく

ために必要かつ十分な情報の提供を求め、当社取締役会の意見を開示する等、金融商品取引
法、会社法その他関連法令の許容する範囲内において、適切な措置を講じてまいります。

③ 上記の取組みに対する取締役会の判断およびその理由
上記②の取組みは、いずれも①の基本方針に沿うものであり、当社が中長期的に成長して

いく上で必要不可欠なものであり、ひいては当社の企業価値向上、株主共同の利益の確保に
資するものであります。従って、当社は、これら取組みにつきまして、当社の株主共同の利
益を損なうものではなく、また当社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えてお
ります。
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コーポレート・ガバナンスに対する取組みについて

取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任強化を目的とする「指名・報酬委員会」の設
置、取締役会を補完する「経営会議」の設置、執行役員への業務執行権限の一部委譲、監査役
会の活動を軸に、コーポレート・ガバナンス推進体制を強化しております。
当社は、最高意思決定機関および監督機関として取締役会がその職務に当たることを基本と

しております。また、社外取締役を委員長とする指名・報酬委員会を設置し、取締役の指名お
よび報酬等に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化しております。
業務執行においては、代表取締役社長を議長とした経営陣幹部メンバーによる「経営会議」

を設置し、取締役会の機能補完と意思決定の迅速化を図っております。加えて、執行役員制度
を導入し、取締役の業務執行機能の一部を執行役員に権限委譲することで、取締役の管理・監
督機能を相対的に強化しております。
経営監査機関として、監査役会を設置しております。監査役は、取締役会、その他の重要な

会議に出席し、内部統制の運営状況等の確認を行い、必要に応じて取締役会に意見を述べるな
ど、取締役の職務執行に対する監査を行っております。また、業務執行部門から独立した内部
監査部門として、監査部を設け、各部門の業務プロセスなどを監査し、適正性の評価・検証な
どを行っております。
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剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要施策のひとつとして位置付けており、
安定的、継続的に配当を実施することを基本方針としております。
また、当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うこととしております。
2024年4月に策定いたしました中期３ヵ年経営計画期間（2025年３月期から2027年３月

期までの３ヵ年）においては、成長投資とのバランスを鑑みつつ市場の期待に応える株主還元
を実施すべく、配当性向50％以上を目指すこととしております。
なお、不測の事態により、株主総会を開催することが困難であると合理的に判断される場合

でも配当を実施するため、取締役会決議による剰余金の配当等ができる旨を定款に定めており
ますが、当期の期末配当につきましては、従前通り、株主総会を決定機関としております。
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連結株主資本等変動計算書（2025年４月１日から2026年３月31日まで） （単位：百万円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
2025年４月１日 期首残高 31,186 6,896 38,704 △1,473 75,313
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △3,949 △3,949
親会社株主に帰属する当期純利益 6,701 6,701
自己株式の取得 △602 △602
自己株式の処分 449 171 620
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 − 449 2,751 △431 2,769
2026年３月31日 期末残高 31,186 7,345 41,456 △1,904 78,083

その他の包括利益累計額
非支配株主
持分 純資産合計その他有価証

券評価差額金 繰延ヘッジ損益 為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

2025年４月１日 期首残高 9,038 − 458 2,881 12,378 986 88,678
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △3,949
親会社株主に帰属する当期純利益 6,701
自己株式の取得 △602
自己株式の処分 620
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 2,334 2 △58 1,634 3,912 77 3,990

連結会計年度中の変動額合計 2,334 2 △58 1,634 3,912 77 6,759
2026年３月31日 期末残高 11,373 2 399 4,516 16,291 1,064 95,438
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記
（1）連結の範囲に関する事項
①連結子会社の状況
連結子会社の数 17社
連結子会社の名称 栗本商事㈱、クリモトロジスティクス㈱、ジャパンキャステリング

㈱、ヤマトガワ㈱、㈱本山製作所、㈱ケイエステック、北海道管材㈱、
八洲化工機㈱、日本カイザー㈱、㈱クリモトビジネスアソシエイツ、
クリモトポリマー㈱、㈱ゼンテック、クリモトパイプエンジニアリン
グ㈱、三協機械㈱、ツカサ工業㈱、Kurimoto USA,Inc.、Readco
Kurimoto,LLC

当連結会計年度において、ツカサ工業㈱の全株式を取得したため、連結の範囲に含めております。
②非連結子会社の状況
主要な非連結子会社の名称 栗鉄（上海）貿易有限公司
連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当

期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等
は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであり
ます。

（2）持分法の適用に関する事項
①持分法を適用した非連結子会社および関連会社の状況
該当事項はありません。

②持分法を適用していない非連結子会社および関連会社の状況
持分法を適用していない非連結子会社（栗鉄（上海）貿易有限公司他）は、それぞれ連結純損益（持分
に見合う額）および連結利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体として
も重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、Kurimoto USA,Inc.およびReadco Kurimoto,LLCの決算日は、12月末日でありま
す。連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しておりますが、連結決算日と
の間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

（4）会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準および評価方法
イ．有価証券

その他有価証券
・市場価格のない株式等
以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定しております。）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
ロ．デリバティブ 時価法
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ハ．棚卸資産 通常の販売目的で保有する棚卸資産
主として総平均法または個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は収
益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。）

②重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産

（リース資産を除く）
主として定額法を採用しております。
なお、一部の連結子会社については、定率法を採用しております。た
だし、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産について
は、一括償却資産として３年間で均等に償却する方法を採用しており
ます。

ロ．無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについて
は社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

ハ．リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

③重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員に対する賞与支給に備えるため、賞与支給見込額を計上してお
ります。

ハ．工事損失引当金 受注工事の損失の発生に備えるため、手持受注工事のうち当連結会計
年度末において損失の発生が確実視され、かつ、その金額を合理的に
見積もることができる工事については、翌連結会計年度以降に発生が
見込まれる損失見込額を計上しております。

④重要な収益および費用の計上基準
当社グループは「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用し
ており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取
ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

⑤重要な外貨建ての資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建て金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
しております。なお、在外連結子会社の資産および負債は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
損益項目は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含め
ております。
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⑥重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たす場合
には振当処理によっております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象
・ヘッジ手段 為替予約
・ヘッジ対象 外貨建債権債務および外貨建予定取引

ハ．ヘッジ方針 通常業務を遂行する上で発生する為替変動リスクを回避するために利
用しております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ開始時から有効性判定時までの期間において、ヘッジ対象の相
場変動とヘッジ手段の相場とを比較し、両者の変動額等を基礎にして
判断しております。

⑦その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
イ．退職給付に係る会計処理の

方法
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計
年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控
除した額を計上しております。なお、退職給付債務の算定に当たり、
退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における従業
員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）による定額
法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理
しております。
過去勤務費用は、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（10年）による定額法により按分した額を、費用処理してお
ります。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果
を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付
に係る調整累計額に計上しております。

ロ．グループ通算制度の適用 グループ通算制度を適用しております。
ハ．関連する会計基準等の定め

が明らかでない場合に採用
した会計処理の原則及び手
続

当社は、社外取締役を除く取締役等に対して株式報酬制度として株式
給付信託を導入しております。企業会計基準委員会が公表した「従業
員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱
い」（実務対応報告第30号 2015年３月26日）に準じて取締役等に対
しても同取扱いを読み替えて適用し、本制度に関する会計処理として
は、信託の資産及び負債を企業の資産及び負債として連結貸借対照表
に計上する総額法を適用しております。
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２．会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
(1) 繰延税金資産の回収可能性
①見積りの内容
繰延税金資産の回収可能性の評価については、将来の課税所得を合理的に見積り、回収可能と認められ
ない金額については、評価性引当額を計上しています。

②科目名及び当連結会計年度計上額
科目名 金額（百万円）

繰延税金資産 185
繰延税金負債 2,602

③その他見積りの内容に関する理解に資する情報
当該見積りについて、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌連結会計
年度以降の連結計算書類において認識する繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に重要な影響を与え
る可能性があります。

(2) 退職給付債務の算定
①見積りの内容
当社及び一部の子会社は、従業員の退職給付制度として、確定給付制度を採用しております。退職給付
債務に係る資産、退職給付債務に係る負債及び退職給付費用は、数理計算上使用される前提条件に基づ
いて算定しております。

②科目名及び当連結会計年度計上額
科目名 金額（百万円）

退職給付に係る資産 1,774
退職給付に係る負債 1,096

③その他見積りの内容に関する理解に資する情報
数理計算上使用される前提条件には、割引率や年金資産の長期期待運用収益率等の多くの見積りが存在
します。当該見積りについて、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった場合、翌
連結会計年度以降の連結計算書類において認識する退職給付に係る資産、退職給付債務に係る負債及び
退職給付費用の金額に重要な影響を与える可能性があります。

(3) 工事契約における収益認識
①見積りの内容
工事契約における一定の期間にわたり充足される履行義務については、履行義務の充足に係る進捗度を
見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。

②科目名及び当連結会計年度計上額
科目名 金額（百万円）

売上高 12,490
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③その他見積りの内容に関する理解に資する情報
工事契約における収益認識にあたっては、収益を認識する基となる工事原価総額及び進捗度の合理的な
見積りが可能であることが前提となります。当該見積りについて将来の事業環境の変動等により見直し
が必要となった場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において認識する収益の金額に重要な影響を
与える可能性があります。

４．連結貸借対照表に関する注記
（1）顧客との契約から生じた債権の残高及び契約資産の残高

受取手形 728百万円
売掛金 23,449百万円
契約資産 5,987百万円
計 30,165百万円

（2）担保資産および担保付債務
①担保に供している資産

建物及び構築物 83百万円
土地 409百万円
計 492百万円

②担保に係る債務額
短期借入金 600百万円

（3）有形固定資産の減価償却累計額 85,201百万円
（4）保証債務

従業員の金融機関借入金（住宅資金）に対する債務保証 6百万円
（5）コミットメントライン等について

当座貸越極度額 10,920百万円
コミットメントラインの総額 25,000百万円
借入実行残高 13,870百万円
差引額 22,050百万円
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５．連結損益計算書に関する注記
(１) 売上高のうち、顧客との契約から生じる収益の額 128,126百万円
（２) 減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。
地域 主な用途 種類 減損損失(百万円）

アメリカ合衆国
ペンシルべニア州
ヨーク郡ヨーク市

事業用資産

建物及び構築物 417

機械装置及び運搬具 27

工具、器具及び備品 12

リース資産 273

計 731
当社グループは、原則として継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分を考慮し資産のグルーピング
を行っております。ただし、遊休資産については個々の物件単位でグルーピングを行っております。
機械システム事業のうち、Readoco Kurimoto, LLCにおいて、営業活動から生じる損益が継続してマイナ

スとなったことから減損の兆候が認められました。当該資産グループについて、割引前将来キャッシュ・フロ
ーを算定した結果、帳簿価額が回収可能価額を上回ると認められたため、同社の保有する有形固定資産につい
て、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

普通株式 63,992,450株
（2）剰余金の配当に関する事項
①配当金支払額等

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり
配当額 基 準 日 効力発生日

2025年６月26日
定時株主総会(注) 普通株式 2,199百万円 181.00円 2025年３月31日 2025年６月27日

2025年11月7日
取締役会(注) 普通株式 1,750百万円 144.00円 2025年９月30日 2025年12月１日

(注) 配当金の総額には、株式給付信託の導入に伴い株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社
株式に対する配当金（2025年6月26日定時株主総会決議分4百万円、2025年11月７日取締役会決議分2
百万円）が含まれております。
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②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決 議 予 定 株式の
種 類

配当の
原 資 配当金の総額 １株当たり

配当額 基 準 日 効力発生日

2026年６月25日
定時株主総会(注) 普通株式 利 益

剰 余 金 1,759百万円 28.80円 2026年３月31日 2026年６月26日

(注) 配当金の総額には、株式給付信託の導入に伴い株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社
株式に対する配当金11百万円が含まれております。

７．金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金計画、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しておりま
す。また、資金運用については、短期的な預金等に限定しております。
受取手形及び売掛金、並びに電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理関連規程に従い取引相

手ごとに期日および残高を管理しリスクの低減を図っております。また、外貨建営業債権に係る為替の変
動リスクに対しては、必要に応じて先物為替予約を利用しております。
投資有価証券は、主に株式であり、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。
支払手形及び買掛金、並びに電子記録債務は、概ね５ヵ月以内の支払期日であります。また、外貨建営

業債務に係る為替の変動リスクに対しては、必要に応じて先物為替予約を利用しております。
借入金は、主に運転資金や設備資金に係る資金調達であり、金利の変動や流動性のリスクに対しては、

市場金利の定期的なモニタリングや資金計画の管理を行っております。
なお、デリバティブ取引は内部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日(当期の連結決算日)における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、非上場株式（連結貸借対照表計上額424百万円）については、市場価
格のない株式等のため、その他有価証券には含めておりません。「現金及び預金」「受取手形、売掛金及び
契約資産」「電子記録債権」「支払手形及び買掛金」「電子記録債務」「短期借入金」は、現金であること、
及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略しております。

連結貸借対照表
計上額(百万円) 時価(百万円) 差額(百万円)

投資有価証券
その他有価証券 21,922 21,922 −
資産計 21,922 21,922 −

長期借入金
a.１年内返済予定の長期借入金 1,145

8,092 △152
b.長期借入金 7,100
負債計 8,245 8,092 △152
デリバティブ取引 5 5 −

(3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ

ベルに分類しております。
レベル1の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した

時価
レベル2の時価：レベル1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算

定した時価
レベル3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産

時価(百万円)

区分 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券
株式 21,922 − − 21,922

デリバティブ取引
通貨関連 − 5 − 5

資産計 21,922 5 − 21,928

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融負債

時価(百万円)

区分 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 − 8,092 − 8,092
負債計 − 8,092 − 8,092

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券
上場株式及び投資信託は相場価格を用いて評価しております。上場株式及び投資信託は活発な市場で取引

されているため、その時価をレベル1の時価に分類しております。
デリバティブ取引
為替予約の時価は、取引先の金融機関から提示された価格等に基づいて算定しており、レベル2の時価に

分類しております。
長期借入金
変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リ
スクを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル2の時価に分類しております。
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８．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 1,554円96銭
（2）１株当たり当期純利益 110円44銭
当社は、2025年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っておりま

すが、当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期
純利益を算定しております。
株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託の導入に伴い株式会社日本カストディ銀行

（信託Ｅ口）が所有する自社の株式は、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自
己株式に含めており、また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己
株式に含めております。１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、当連結会計
年度において415,200株であり、１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数
は当連結会計年度において142,946株であります。

９．重要な後発事象に関する注記
（完全子会社の吸収合併）
当社は、2025年12月24日開催の取締役会において、当社の完全子会社である三協機械株式会社を消滅

会社とする吸収合併（以下「本合併」といいます。）を実施することを決議し、同日付で吸収合併契約を締
結し、2026年４月１日付けで吸収合併いたしました。
１．取引の概要
(１）結合当事企業の名称及びその事業内容

吸収合併存続会社
結合企業の名称 株式会社栗本鐵工所
事業の内容 鋳鉄管、鋼管、その他パイプおよびバルブ類の製造・販売

鋳鉄、鉄鋼品および各種鋳物製品の製造・販売
鉱山、化学、製鉄、窯業、輸送、鈑金加工等各種産業用機械および
プラントの設計・製作・販売・据付・メンテナンス
土木、建築、設備資材の製造・販売各種合成樹脂製品の製造・販売

吸収合併消滅会社
被結合企業の名称 三協機械株式会社
事業の内容 アスファルト・コンクリート破砕プラント、その他各種プラントお

よび機械の設計・製作・販売・据付
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(２）企業結合日
2026年４月１日

(３）企業結合の法定形式
当社を存続会社、三協機械株式会社を消滅会社とする吸収合併

(４）結合後企業の名称
株式会社栗本鐵工所

(５）その他取引の概要に関する事項
当社は、2024年４月に三協機械株式会社の全株式を取得し、完全子会社化いたしました。同社は、

アスファルト・コンクリート破砕プラントの関連事業を行っており、当社グループが目指す循環型社
会の実現に不可欠な再生骨材ビジネスに関する要素技術を有しております。本合併により、同社の事
業を当社事業部門に統合し、経営資源を集約することで経営の効率化を図るとともに、更なる相乗効
果の発揮により、収益力の強化と今後の事業拡大に繋げてまいります。

２．実施予定の会計処理の概要
本合併は、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16
日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行う予定であります。
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10．収益認識に関する注記
（1）収益の分解情報

(単位：百万円)
報告セグメント

合計ライフラ
イン事業

機械シス
テム事業

産業建設
資材事業

ダクタイル鉄管・各種調整弁類 65,960 − − 65,960
産業機械・プラントエンジニアリング − 15,422 − 15,422
鋳鉄・鋳鋼品 − 12,025 − 12,025
建設資材 − − 19,748 19,748
各種合成樹脂成形品 − − 14,968 14,968
顧客との契約から生じる収益 65,960 27,448 34,717 128,126
外部顧客への売上高 65,960 27,448 34,717 128,126
（2）収益を理解するための基礎となる情報

当社グループは、ライフライン事業、機械システム事業、産業建設資材事業の各事業における商品及び
製品の製造販売を主な事業内容としております。これらの商品及び製品の販売については、顧客に検収さ
れた時点において顧客が当該商品及び製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断している
ことから、通常は商品及び製品が顧客に検収された時点で収益を認識しております。但し、商品及び製品
の国内販売においては、「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2021
年３月26日）第98項に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時から当該商品及び製品の支配が顧客に移
転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。また、製品の製
造販売に加え、販売した製品の据付工事など工事の設計、施工に係る事業を営んでおり、これらの工事契
約については、一定の期間にわたり充足される履行義務は、工期がごく短期など重要性が乏しい工事を除
き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しており
ます。
顧客への財又はサービスの提供における当社グループの役割が代理人に該当する取引については、顧客

から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識しております。
一部の取引に係る販売手数料および販売奨励金等の変動対価については、売上高から控除しておりま

す。
商品及び製品に関する取引の対価は、商品及び製品の引き渡し後、概ね１年以内に受領しており、工事

契約に関する取引の対価は、契約条件に従い、概ね履行義務の進捗に応じて段階的に受領または履行義務
が完全に充足した後、概ね１年以内に受領しております。
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（3）当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
①契約資産及び契約負債の残高等

(単位：百万円)
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 43,300

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 40,569

契約資産（期首残高） 8,091

契約資産（期末残高） 5,987

契約負債（期首残高） 882

契約負債（期末残高） 462
契約資産は、顧客との工事契約について期末日時点で完了しているが未請求の履行義務に係る対価に対

する当社及び連結子会社の権利に関するものであります。契約資産は、対価に対する当社及び連結子会社
の権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。当該履行義務に関する
対価は、契約条件に従い請求し、受領しております。
契約負債は、主に、履行義務の充足の時期に収益を認識する顧客との契約について、支払条件に基づき

顧客から受け取った前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、693百万円

であります。
②残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって実務上の便法を適用し、

当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注記の対象に含めておりません。当該履行義務の主
な内容は、工事契約に関するものであり、残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込
まれる期間は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
当連結会計年度

１年以内 8,539
１年超 2,974

合計 11,513
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11．その他の注記
（1）追加情報
(株式給付信託（ＢＢＴーＲＳ）の導入)
当社は、2016年６月29日開催の第120回定時株主総会決議に基づき、取締役の報酬と当社の業績及び
株式価値との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇によるメリットのみならず、株価下落リスクまで
も株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目
的とし、2016年８月22日より、社外取締役を除く取締役に対する株式報酬制度として「株式給付信託
(ＢＢＴ（＝Board Benefit Trust）)」を導入しております。
また、2024年６月26日開催の第128回定時株主総会において、その一部を改定し、給付する株式に退
任までの間の譲渡制限を付す「株式給付信託（ＢＢＴ-ＲＳ（＝Board Benefit Trust-Restricted
Stock））」とすることを決議いただいております。
なお、2025年6月26日開催の取締役会において、本制度の対象者に当社の執行役員及びフェローを追
加することを決議しております。

１．取引の概要
本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役等に対して、当

社が定める「役員株式給付規程」に従って、業績達成度等に応じて付与されるポイントに基づき、当社株
式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下「当社株式等」といいます。）が信託を通じて給付
される業績連動型の株式報酬制度であります。なお、取締役等が当社株式の給付を受ける時期は、原則と
して毎年一定の時期とし、取締役等が当社株式を時価で換算した金額相当の金銭の給付を受ける時期は、
原則として取締役等の退任時とします。取締役等が在任中に当社株式の給付を受ける場合、取締役等は、
当社株式の給付に先立ち、当社との間で譲渡制限契約を締結することとします。これにより、取締役等が
在任中に給付を受けた当社株式については、当該取締役等の退任までの間、譲渡等による処分が制限され
ることとなります。
２．信託に残存する自社の株式
信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己

株式として計上しております。当連結会計年度末の当該自己株式の帳簿価額は625百万円、株式数は
415,200株であります。

（2）金額の端数処理
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書（2025年４月１日から2026年３月31日まで） （単位：百万円）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備
金

その他資
本剰余金

資本剰余
金
合計

利益準
備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

2025年４月１日 期首残高 31,186 6,959 − 6,959 836 25,712 26,549
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △3,949 △3,949
当期純利益 6,024 6,024
自己株式の取得
自己株式の処分 449 449
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 − − 449 449 − 2,074 2,074
2026年３月31日 期末残高 31,186 6,959 449 7,408 836 27,787 28,624

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

評価・換算
差額等合計

2025年４月１日 期首残高 △1,473 63,221 9,033 9,033 72,255
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △3,949 △3,949
当期純利益 6,024 6,024
自己株式の取得 △602 △602 △602
自己株式の処分 171 620 620
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） 2,328 2,328 2,328

事業年度中の変動額合計 △431 2,092 2,328 2,328 4,421
2026年３月31日 期末残高 △1,904 65,314 11,361 11,361 76,676
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項
（1）資産の評価基準および評価方法
①有価証券の評価基準および評価方法
イ．子会社株式および関連会社株式

移動平均法による原価法
ロ．その他有価証券
・市場価格のない株式等
以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定しております。）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
②デリバティブ 時価法
③棚卸資産
イ．製品・仕掛品 総平均法または個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定しております。）
ロ．原材料及び貯蔵品 移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定しております。）
（2）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。ただし、取得価額10万円以上20万円未満
の少額減価償却資産については、一括償却資産として３年間で均等に償
却する方法を採用しております。

②無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては
社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。

（3）引当金の計上基準
①貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金 従業員に対する賞与支給に備えるため、賞与支給見込額を計上しており
ます。

③工事損失引当金 受注工事の損失の発生に備えるため、手持受注工事のうち当事業年度末
において損失の発生が確実視され、かつ、その金額を合理的に見積もる
ことができる工事については、翌事業年度以降に発生が見込まれる損失
見込額を計上しております。
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④退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認
められる額を計上しております。数理計算上の差異は、各事業年度の発
生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ
る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理し
ております。過去勤務費用については、発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額
を、費用処理しております。

（4）収益および費用の計上基準
当社は「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用しており、約
束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれ
る金額で収益を認識することとしております。

（5）ヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理によっております。

なお、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たす場合に
は振当処理によっております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
・ヘッジ手段 為替予約
・ヘッジ対象 外貨建債権債務および外貨建予定取引

③ヘッジ方針 通常業務を遂行する上で発生する為替変動リスクを回避するために利用
しております。

④ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ開始時から有効性判定時までの期間において、ヘッジ対象の相場
変動とヘッジ手段の相場とを比較し、両者の変動額等を基礎にして判断
しております。

（6）その他計算書類作成のための基本となる事項
①退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処

理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理と異
なっております。

②グループ通算制度の適用 グループ通算制度を適用しております。
③関連する会計基準等の定めが
明らかでない場合に採用し
た会計処理の原則及び手続

当社は、社外取締役を除く取締役に対して株式報酬制度として株式給付
信託を導入しております。企業会計基準委員会が公表した「従業員等に
信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実
務対応報告第30号 2015年３月26日）に準じて取締役に対しても同取
扱いを読み替えて適用し、本制度に関する会計処理としては、信託の資
産及び負債を企業の資産及び負債として貸借対照表に計上する総額法を
適用しております。
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２．会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
(1) 繰延税金資産の回収可能性
①見積りの内容
繰延税金資産の回収可能性の評価については、将来の課税所得を合理的に見積り、回収可能と認められな
い金額については、評価性引当額を計上しています。
②科目名及び当事業年度計上額

科目名 金額（百万円）

繰延税金資産 −
繰延税金負債 1,070

③その他見積りの内容に関する理解に資する情報
連結計算書類「連結注記表３．会計上の見積りに関する注記(1)繰延税金資産の回収可能性」に記載した
内容と同一であります。

(2) 退職給付債務の算定
①見積りの内容
当社は、従業員の退職給付制度として、確定給付制度を採用しております。退職給付引当金及び退職給
付費用は、数理計算上使用される前提条件に基づいて算定しております。

②科目名及び当事業年度計上額
科目名 金額（百万円）

退職給付引当金 4,622
③その他見積りの内容に関する理解に資する情報
連結計算書類「連結注記表３．会計上の見積りに関する注記(2)退職給付債務の算定」に記載した内容と
同一であります。
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(3) 工事契約における収益認識
①見積りの内容
工事契約における一定の期間にわたり充足される履行義務については、履行義務の充足に係る進捗度を
見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。

②科目名及び当事業年度計上額
科目名 金額（百万円）

売上高 11,015
③その他見積りの内容に関する理解に資する情報
連結計算書類「連結注記表3．会計上の見積りに関する注記(3)工事契約における収益認識」に記載した
内容と同一であります。

４．貸借対照表に関する注記
（1）有形固定資産の減価償却累計額 76,515百万円
（2）保証債務

従業員の金融機関借入金（住宅資金）に対する債務保証 6百万円
（3）コミットメントライン等について

当座貸越極度額 6,000百万円
コミットメントラインの総額 25,000百万円
借入実行残高 12,500百万円
差引額 18,500百万円

（4）関係会社に対する金銭債権・債務
①短期金銭債権 18,128百万円
②長期金銭債権 918百万円
③短期金銭債務 14,524百万円
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５．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
①売上高 27,474百万円
②仕入高 8,976百万円
③その他の営業取引高 1,616百万円
④営業取引以外の取引高 1,008百万円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の数 3,299,870株
(注)当事業年度末において株式給付信託の導入に伴い株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有す
る当社株式415,200株については、上記の自己株式の数に含んでおります。

７．税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
退職給付引当金 2,759百万円
賞与引当金 637百万円
貸倒引当金 28百万円
工事損失引当金 57百万円
投資有価証券評価損 72百万円
関係会社株式評価損 185百万円
合併により取得した土地 559百万円
その他 1,400百万円

繰延税金資産小計 5,701百万円
評価性引当額 △1,545百万円

繰延税金資産合計 4,155百万円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △5,120百万円
未収配当金 △104百万円
その他 △1百万円

繰延税金負債合計 △5,226百万円
繰延税金資産（△負債）の純額 △1,070百万円

(2) 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関

する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又は
これらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

2026年05月27日 18時18分 $FOLDER; 33ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



計算書類

33

８．関連当事者との取引に関する注記

種 類 会社等の名称 議決権等の
所 有 割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）

子会社 栗本商事㈱ 100.0％
当社製造のダクタ
イル鉄管・軽量鋼
管等の販売、資金
の預り

当社製品の販売
(注)１ 13,561

電子記録債権 6,385

売 掛 金 1,569

契約資産 557

資金の預り
(注)２ 655

預 り 金 4,999
利息の支払
(注)２ 11

子会社 ヤマトガワ㈱ 100.0％
当社製造のダクタ
イル鉄管・軽量鋼
管等の販売、資金
の預り

当社製品の販売
(注)１ 11,636

電子記録債権 5,315

売 掛 金 1,292

資金の預り
(注)２ 400

預 り 金 2,347
利息の支払
(注)２ 14

子会社 ㈱本山製作所 100.0% 資金の預り

資金の預り
(注)２ 800

預 り 金 3,431
利息の支払
(注)２ 15
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種 類 会社等の名称 議決権等の
所 有 割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取引金額

（百万円) 科 目 期末残高
(百万円)

子会社 ㈱ゼンテック 100.0% 資金の貸付

資金の貸付
(注)３ ー

流 動 資 産
そ の 他 −資金の返済

(注)３ 2,940

利息の受取
(注)３ 6

子会社 ジャパンキャ
ステリング㈱ 69.7％ 資金の貸付

資金の貸付
(注)３ 250

流 動 資 産
そ の 他 1,620資金の返済

(注)３ 184

利息の受取
(注)３ 15

取引条件および取引条件の決定方針等
（注）１．当社製品の販売については、市場価格等を勘案し、価格交渉の上で決定しております。

２．資金の預り、資金の払出については、市場金利を勘案し合理的に決定しております。
なお、取引金額は前事業年度末残高からの増減を記載しております。

3．資金の貸付については、市場金利を勘案し合理的に決定しております。
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９．１株当たり情報に関する注記
（1）１株当たり純資産額 1,263円35銭
（2）１株当たり当期純利益 99円29銭
当社は、2025年10月１日を効力発生日として普通株式１株につき５株の割合で株式分割を行っておりま

すが、当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利
益を算定しております。
株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託の導入に伴い株式会社日本カストディ銀行

（信託Ｅ口）が所有する自社の株式は、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己
株式に含めており、また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株
式に含めております。１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、当事業年度に
おいて415,200株であり、１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は当事
業年度において142,946株であります。
10．重要な後発事象に関する注記

（完全子会社の吸収合併）
連結計算書類「連結注記表9.重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しておりますので、注記

を省略しております。
11．収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類「連結注記表10.収益認識
に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
12．その他の注記
（1）追加情報
(株式給付信託（ＢＢＴ−ＲＳ）の導入)
「株式給付信託（ＢＢＴ−ＲＳ）」の導入に関する注記については、連結計算書類「連結注記表11.その他

の注記(1)追加情報」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。
（2）金額の端数処理

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

以上
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